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若 林 身 歌
1.は じめ に
本稿 は、 オイ レフ ェル ド(G.Eulefeld)を 代
表 とす るキール大学 自然科学教育研究所(以 下略
称 に基づ きIPNと 記 す。)研 究 グル ープ によ る実
態調査研究 をもとに、80年 代中期か ら90年 代 初頭
の ドイ ッ'に お ける学校環境 教育 実践 の状況 とそ
の変化 を読み解 くことを 目的 とす る。
IPNは70年 代 後半 、 従来 の カ リキSラ ム研 究
か ら環境教育研究へ と研究課題 を移 し、以後 今 日
に至 るまで ドイッの学校環境教育の普及 と発展 に
取 り組 んで いる。70年 代末か ら80年 代初頭 にわ た
る開幕期には、 国際基準 として採 択 され たEnvi-
ronmentalEducationの 理 念 を ドイ ッ版 環 境 教
育Umwelterziehungへ と具体化 し、 さ らに環 境
教授法 の開発 を手が けて、 ドイツでの環境教育導
入 の実質的 な担 い手 とな った。 また、そ う した教
授学 的先導 に加 えて、IPNで は経験科 学 的 な研
究調査 を進 め、実証的な データを積み上げ ること
か らも環境教育の質的向上 を支援 して きた(い る)。
本稿 では この後者 の成果 に着 目す る。具体的 に
は、初等 ・中等学校 にお ける環境教育の実践状況
を統 計 的に調 査 ・解 析 した、1985年 と1990/91
年2の2つ の実 態調査研 究を取 り上 げ る3。 この研
究 は、 ドイ ッ初 に して唯一 の全国 レベ ルでの体系
的な実態調査研究 であ り、 その成果 は各時期 の環
境 教育の実践状況 を伝 え る貴重 な資料 とな って い
る。 よって、以下で は この両 調査 の研 究報 告書4
(G.オ イ レフェル ド他 『ドイ ツにおけ る環境 教育
の実践』IPN(1988)、G.オ イ レフェル ド他 『ド
イ ツにおけ る学校環境教育実践 の発展』IPN(19
93))を 手がか りに、85年 と91年 の学 校環 境 教育

































ドィッの環境教育研究 の布石 とな る大規模 な実態
調査が敢 行 された。調 査 グルー プの発起か ら3年
後のことであ る。調査 内容 は、環境 教育への貢献
の度合いが高 いと想定 された9教 科 にお ける環境
教育の実施状 況である。具体的 には、 中等学校 で
は 「生物」 「地理」「経済/政 治/総 合社 会(So-
zialkunde)」 「物理」「化学」 「労働/技 術」「家政」
「宗教」、基礎学校 では 「事 実教 授(Sachunterri-
cht)」 「宗教」 における環境 教 育 の取 り組 みが調
査され た。調査方法 には、選択肢 と記述式 を併用
した質問紙調査が と られ、バ ーテ ンヴュルテ ンベ
ルク州を除 く旧西 ドイッ10州 より無作為抽出 され
た60校(基 礎学校およ び基幹学校 ・実科学校 ・総
合制学 校、ギ ムナ ジウムの中等学 校)の4・9・
12学年 の教師計714人 が対象 とされ た(1988;S.48-
53)o
さて、 この調査か らは1985年 の初等 ・中等学 校
における環境教育 の実践状況 について以下 の点 が
明らかにな った。
まず環境教 育の実施状況 につ いて、4・9・12
学年9教 科 のいずれ の学年 ・教科 において もおよ
そ1年 間 に1度 環 境 テ ーマ に取 り組 む授 業 が な
されて い る こと。 ま た、 それ は主 と して基 礎
学校で は 「事実教授」、 中等学校 で は 「生物」「地
理」「化学」 における実践 であ るこ とが わか った
(1988;5.72,S.158,160)0
次 に、 この調査の柱 と して、実 際 に行われた環
境教育 実践 を内容領域 と教科 に類 別 し、各教科 の
参画状 況 と教育内容 の傾 向が算 出された。(表2-
1「1985年 の学校環境教育 の状況:各 教科 の取 り
組み とテーマ領域」 を参照。)そ の結 果、 環 境教
育実践 の80%が 「生物」「化学」 「地理 」 「物理 」
「宗教」の5教 科 にお ける取 り組 みで あ る ことが
明らか にな った。っ ま りこれ らの5教 科 を主要 な
教科と し、 なか で も 「生物」「地 理」 「化学」 の3
教科 を中心教科 と して学校環境教育実践が営 まれ
ている ことが判明 したので あ った(1988;S.89,S.
104-111)0
さ らに、教育内容 にっ いて は、 〈地球規模で の












表2-1:1985年 の学校環境教育の状況:各 教科の取 り組みとテーマ






騒音3-t4-一 一 一 一821
消費/廃棄物32--245-42053
交通/都市/村 一 一io一 一lz--1334
栄養22--11-1-719
労働/磯場 一 一z-一 一10-2is37
土壇/景観18-3-一 一8--291.1

















観点か ら学際的 ・総合的に環境テーマに取 り組む


















半数以上が1授 業時間内、3分 の1が2授 業時間
で実施されていた。っまり環境教育実践の大半が、




ト週間」を活用 しての取 り組 みも、0.8%と 極め
て少なかった(1988;S.82)。
オイレフェル ド達は、 さらに教授原理を基準に



























状は多 くの問題点を示 しつつも、70年 代初頭の議
論以降、学校環境教育の具体化としては積極的な



































科学系3教 科に 「地理」を加えた4教 科だけでな
く、広 く社会科学系 ・芸術系の教科、また外国語
の授業でも取 り組まれるようになった。なかでも














ていた。 これらの教科では、依然 として 「生物」
(19.1)「地理」(13.5)「 化学」(7.6)「 事実教授」
(9.6)が 主要教科を保っていたが、 しかしその一
方で 「プロジェクト週間」(10.6)を は じめ、 「国
















であった。 これに対 し、91年 の実践では、〈エネ
ルギー〉〈空気〉〈土壌/景 観〉〈騒音〉への取






＼ 教科 事実 鑓 占 酬 国・,ラ ン 自然,テ 、そ,億プ・テ,マg7-7




空気ao35135[11-1-51--13-一 一 一 一 一 一510356 
轟49415-18zlI-22!一 一2-一 一2-1-as12870一
騒 音3-4[3-一 一 一1-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一2140.8～
消費/駝棄物1710113291155102371--8-212-一 一31198108一
森/交 通 ノ都 市3zao8z-一 一 一 一31--1--21-一 一6SS3.0～
栄養1324111-1-833-一 一 一 一 一12-一 一 一 一4927一
労働/職 場 一 一5-一 一1[-2-11-一 一 一 一 一 一 一 一 一11207
土壌/庭9一 訓12--1-38-2--2-7-一 一 一 一168546～










































た。 しかし下の表3-2に あるように、 この調査
において捉え られた教科横断的な授業 とは、ひと
りの教師が2教 科にわたって同じテーマに取 り組










表3-2:1985年 と1991年 の環 境教育実践 にお ける授 業形態
2教 科での環境授業(%)
























点ではおよそ9割 の環境教育実践が1か ら2授 業
時数において、残りの1割 が半日学習を活用して
の取 り組みであることが確認された。これに対し・




め 「半日学習」「一日学習」「何 日間 も当てる」あ





業時閲を要 していた。 これに対 し、91年 では4か
ら16授業時間をかける実践が半数を占めるように







表3-3:1テ ーマあ た りの授 業時 間数
一

























る、⑦ 自然科学的 な観点か ら環境問題 に取 り組む、
⑧社会科学的 な観点 か ら環境 問題 に取 り組 む、 で
ある。彼 らは これ を、環境教育 の教授基準 を考慮
して行わ れた授業(タ イプ1)、 生 徒 の行動 を重
視す る授業要素が少 な く、言語活動 を中心 に環境
テーマ に取 り組む授業(タ イプ2)、 教 授基準 を
わずか に しか満た して いな い授業(タ イプ3)の
3っ の授業群 に分類 し、 それぞれの授業群の実践
状況 か ら環 境授業 の全体 的傾向 と質を把握す るこ
とを試 みた(1993;55f.,S.60-71.,hierzuvg1.1988;
S.102-105)。 次頁下 のふたっ の表 は、 そ れぞれ85
年 と91年 における各授業群 の環境授業 の模様 を、
8っ の教授基準 の実践状況 において表 した もので
ある。(図3-4、 図3-5:1985年 、1991年 の
環境授業 の傾向 と質)85年 と91年 では環境授業 に
どの ような相違がみ られ るだろ うか。
その違 いは、 まず授業群の母体 の割合 にある。
1985年 の時点で は、教授 学の観点か ら環境教育 の
授業 として 「望 ま しい」 とされ るタイプ1の 授 業
群 は、全体 の15%に す ぎなか った。 反対 に、環 境
教育 とはい うものの児童 ・生 徒の活動 機会が乏 し
く言語活動 を主 とした授業群(タ イ プ2)が46.5
%、 最 も環境教育 の基準 か ら遠 く、実 質的には環
境教育 といえない授業群(タ イプ3)が38.5%と 、
実践の大半 を不充分 な実践が 占めていた。っ まり、
環 境教 育 と して適切 だとされ た授業 はほんの一部
であ った。 これ に対 し、91年 の調査で は、 タイプ
1が40.4%、 タイプ2カX30.8%、 タイ プ3が28.8
%と な り、授業 の4割 が環境 教育 と しての内容 ・
機能 を十分 に備 えた授業 であ るとされた(1993;S.
56f.)o
しか し最 も大 きな相違 は、授業 づ くりにおいて
重要だ とされる教授基準 であ る。最 も顕著 な タイ
プ1を 例 に、85年 と91年 の環境授業 におけ る力点
の違 いを教授基準 にそって描 き出 してみよ う。
図3-4の 結果 によれ ば、 まず85年 の環境授業
で は、学校や周辺地域か ら取 り上 げた環境 テーマ
を教育 内容 と し(①)、 これ に新 聞 や教 師 によ る
プ リン トな どテーマ にあ った教材を使 って取 り組
む こと(②)。 また、学校園 や ビオ トー プ ・実 験
一13一
器具を用いて(③)、 児童や生徒が実際 に自然に
働 きかけた り、 自然科学の方法を実践すること
(④)に 、授業づくりの主眼が置かれていた(199
3;S.57)。(先 頭番号は教授基準と対応。)
これに対 し、91年 の環境授業では、児童 ・生徒
たちが自然科学的な観点から環境問題に取 り組む
こと(⑦)を 筆頭に、社会(科 学)的 な活動をす







の組織といった取 り組みが、 タイプ1で はわずか
に2か ら3割 の教師によってしか実施されなくなっ
た。 タイプ2、 タイプ3の 授業群でも同様の傾向
が見 られた。つまり、地域教材や学校施設 ・実験
装備を活用 した授業(① ③)か ら、自然科学や社
会科学を基盤 とした環境問題への取 り組み(④ ⑦





































時に耐 見されて いた ビオ トー プや学校園の活用や
身近な教材を取 り ヒげるとい った教授基準が相 対
的な位置づ けを後退 させた。 この ようにいえ る。
加えて、91年 の実践 で は、 自然科学的な活動(④)
が割合を減 ら し、一 方、社会 科学 的な活動(⑤)
を重視す る傾向が強 まってい るのが特徴的である。
これ はなぜだ ろうか。 この点にっいて、オイレフェ
ル トは85年 と91年 で は 「活動 を重視す る」 とい う
教授基準の内容が異な ると指摘 する(1993;S.66)。
っまり、85年 時 には、「活動」 といえ ば、実 験 や
観察な ど自然科学 的な学 習活動 が主であ り、比較
的環境 教育の 目標内容 に直結 して いた。 しか し、
g1年 にな ると研究発表や議論 等の いわゆ る 「活動
的な」学 習方法 も広 くこれに含 まれ るようにな っ
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践研究に取 り組むなかで、今回整理 したIPNの 実
態調査研究の成果を、各年代の理論の動向や行政




1本 稿 で は 旧西 ドイ ツ を含 あ て ドイ ッ と総 称 させ る。
290/91年 にっ い て は、 本 文 中 で は91年 と略 記 した。
385年 調 査 は、G,Eulefeld,D.Bolscho,J,Rost,
H.Seyboldの4人 、90/91年 調 査 はH.ROdeを 加
え た5人 で 行 わ れ た。
4 G. Eulefeld. et al.: Praxis der Umwelterzie-
 hung in der Bundesrepublik Deutschland., In-
 stitut  fiir die  Padagogik der Naturwissenschaf-
 ten an der  Universitat Kiel, 1988. G. Eulefeld. 
 et al..: Entwicklung der Praxis schulischer 
 Umwelterziehung in Deutschland., Institut  fiir 












61980年 、各州文部大臣会議決議 「環境 と授業に関
する勧告」は、 ドイツの全州立学校 に環境教育の実
施を義務付けると同 じに、環境教育を 「自然科学教
科と社会科学教科を横断する教授原理」 と位置付け
た。つまり、 ドイツではこのように学校環境教育の
幕開け当初か ら、環境教育は 「教科横断的な授業」
として行うものと明確に位置付け られ、強 くその実
現が求められたのだった。
(博士後期課程)
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